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貸  借  対  照  表 
（令和７年３月 31 日現在） 

（単位：千円） 

資 産 の 部 負 債 の 部 

科 目 金 額 科 目 金 額 

流 動 資 産 

現 金 及 び 預 金 

売 掛 金 

商 品 

貯 蔵 品 

未 収 入 金 

前 払 費 用 

短 期 貸 付 金 

そ の 他 

固 定 資 産 

 有 形 固 定 資 産 

建 物 

構 築 物 

工 具 器 具 備 品 

建 設 仮 勘 定 

土 地 

リ ー ス 資 産 

 無 形 固 定 資 産 

借 地 権 

商 標 権 

ソ フ ト ウ エ ア 

 投 資 そ の 他 の 資 産  

投 資 有 価 証 券   

出 資 金 

長 期 前 払 費 用 

差 入 保 証 金 

繰 延 税 金 資 産 

そ の 他 

 

4,546,061 

3,223,709 

683,588 

128,939 

345 

6,337 

170,199 

331,361 

1,581 

5,179,410 

3,028,072 

1,076,486 

330,482 

328,423 

6,183 

1,286,425 

70 

265,144 

194,116 

484 

70,542  

1,886,194 

100,494 

1,110 

11,295 

1,433,582 

338,932 

780 

 

流 動 負 債 

買 掛 金 

短 期 借 入 金 

1 年以内返済予定長期借入金 

リ ー ス 債 務

割 賦 未 払 金 

未 払 金 

未 払 費 用 

未 払 消 費 税 等 

未 払 法 人 税 等 

未 払 事 業 所 税 

前 受 収 益 

預 り 金 

賞 与 引 当 金 

そ の 他 

固 定 負 債 

長 期 借 入 金 

リ ー ス 債 務 

割 賦 未 払 金 

資 産 除 去 債 務 

退 職 給 付 引 当 金 

預 り 保 証 金 

4,087,186 

618,072 

1,734,000 

505,008 

4,308 

148,501 

337,211 

448,599 

113,657 

83,659 

9,431 

3,734 

11,299 

69,200 

501 

3,968,843 

3,103,946 

18,565 

311,793 

342,825 

184,113 

7,600 

負 債 合 計 8,056,030 

純 資 産 の 部 

株 主 資 本 

 資 本 金 

 そ の 他 資 本 剰 余 金 

 利 益 剰 余 金 

評 価 ・ 換 算 差 額 等 

その他有価証券評価差額金 

1,660,007 

10,000 

90,000 

1,560,007 

9,434 

9,434 

純 資 産 合 計 1,669,442 

資 産 合 計 9,725,472 負 債 ・ 純 資 産 合 計 9,725,472 

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。 
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株 主 資 本 等 変 動 計 算 書 
（令和６年４月１日から令和７年３月 31 日まで） 

（単位：千円）   

 

株 主 資 本 

資本金 

資本剰余金 利益剰余金 
株主資本 

合計 資本準備金 
その他資本 

剰余金 

利益準 

備金 

繰越利益 

剰余金 

当期首残高 10,000 - 90,000 6,985 1,382,622 1,489,607 

当期変動額       

 減資 - - - - - - 

 欠損填補 - - - - - - 

  剰余金の配当     △400,000 △400,000 

剰余金の配当に伴う 

  利益準備金の積立て 
      

 当期純利益 - - - - 570,399 570,399 

 株主資本項目以外の 

 当期変動額（純額） 
- - - - - - 

当期変動額合計 - - - - 170,399 170,399 

当期末残高 10,000 - 90,000 6,985 1,553,022 1,660,007 

 

 

評価・換算差額等 

純資産合計 その他 

有価証券 

評価差額金 

評価・換算 

差額等合計 

当期首残高 7,537 7,537 1,497,145 

当期変動額    

 資本準備金の減少 

 資本剰余金の振替 
- - - 

 欠損填補 - - - 

  剰余金の配当   △400,000 

剰余金の配当に伴う 

  利益準備金の積立て 
   

 当期純利益 - - 570,399 

 株主資本項目以外の 

 当期変動額（純額） 
1,896 1,896 1,896 

当期変動額合計 1,896 1,896 172,296 

当期末残高 9,434 9,434 1,669,442 

（注）千円未満を切り捨てて表示しております。 
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（重要な会計方針に係る事項） 

１．資産の評価基準及び評価方法 

(1) 有価証券の評価基準及び評価方法 

その他有価証券……時価のあるもの 

決算期末日の市場価格等に基づく時価法（評価差額は全部純

資産直入法により処理し、売却原価は、移動平均法により算

定） 

時価のないもの 

移動平均法による原価法 

(2) 棚卸資産の評価基準及び評価方法 

商品………主として総平均法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく

簿価切下の方法により算定) 

貯蔵品……最終仕入原価法による原価法(貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿

価切下の方法により算定) 

 

２．固定資産の減価償却の方法 

(1) 有形固定資産（リース資産を除く） 

主として、定率法によっております。ただし、平成 10年４月１日以後に取得した建物（建

物付属設備を除く）並びに平成 28年４月１日以後取得した建物付属設備及び構築物につ

いては定額法によっております 

なお、主な耐用年数は次のとおりであります。 

建物     12年～38年 

構築物    10年～20年 

工具器具備品 ５年～９年 

また、有形固定資産の取得価額が10万円以上20万円未満の資産については、３年間で  

均等償却する方法を採用しております。 

 

(2) 無形固定資産（リース資産を除く） 

定額法を採用しております。なお、自社利用のソフトウエアについては、社内におけ

る利用可能期間（５年）に基づき償却しております。また、商標権については、10 年間

で償却しております。 

 

(3) リース資産 

所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産 

  リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

 

(4) 長期前払費用…均等償却によっております。 

 

３．引当金の計上基準 

(1) 貸倒引当金 

  債権の貸倒れによる損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒

懸念債権等特定の債権については個別に回収の可能性を勘案し、回収不能見込額を計上

することとしております。 
 

(2) 賞与引当金 

  従業員への賞与支給に備え、支給見込額のうち当期の負担額を計上しております。 
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(3) 役員賞与引当金 

  役員への賞与支給に備え、支給見込額のうち当期の負担額を計上することとしており

ます。 

(4) 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備え、当事業年度末における退職給付債務及び年金資産の見

込額に基づき、当事業年度末において発生していると認められる額を計上しており

ます。 

ａ.退職給付見込額の期間帰属方法 

  退職給付債務の算定にあたり、退職給付見込額を当事業年度末までの期間に帰

属させる方法については、期間定額基準によっております。 

ｂ.数理計算上の差異及び過去勤務費用の費用処理方法 

  過去勤務費用については、その発生時における従業員の平均残存勤務期間以内

の一定の年数(５年)による定額法により費用処理しております。 

数理計算上の差異については、各事業年度の発生時における従業員の平均残存勤務期間

以内の一定の年数(５年) による定額法により、発生期の翌期から費用処理しております。 

 

 

（5）店舗閉鎖損失引当金 

店舗閉鎖等に伴い発生する店舗解体費用等の損失に備え、損失見込額を計上すること

としております。 

 

４．収益及び費用の計上基準 

    当社の主な事業は、顧客からの注文に基づく飲食サービスを提供することによる収益で

あります。当該サービス提供による収益は、顧客へ料理を提供し、対価を受領した時点で

履行義務が充足されることから、当該時点で収益を認識しております。 

 

 

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項 

消費税等の会計処理 

消費税及び地方消費税の会計処理は、税抜方式を採用しております。 

 


